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とんぼの住める街にしよう             

子供時代は周辺も自然豊かで絶滅危惧品種の昆虫達も付近の池等で見ることができました。今、日本を

含め世界・地球規模で環境が危機にさらされています。私達ひとり一人が環境に配慮した意識をもって行

動に移すことが必要です。株式会社文盛堂は自然の一員として全社員が環境負荷の低減に努め、自分達

にできることを手始めに、一事業所として少しでも地球環境の維持に努めてまいります。 

代表取締役社長 堀谷 一男 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社文盛堂環境経営方針 

   株式会社文盛堂はオフィス用品等の販売を通し、自らとお客様の環境負荷削減に貢献する 

ことを事業活動の中の重要な課題として認識しています。 

多様な市場・環境変遷の中で、下記「環境保全への行動指針」を定め、社員一丸となって 

より地域に密着した企業活動及び経営推進に努めて、お客様と共に持続可能な環境負荷の 

低減のために目標を定めて行動に努めます。 

『環境保全への行動指針』 

1．環境関連法規制や弊社が約束したことを誠実に遵守いたします。 

2．以下について具体的な目標を定め、実施計画を立て継続的改善に努めます。 

 ①脱地球温暖化社会のためのＣＯ2排出量の削減（電力・ガソリン等の抑制） 

 ②循環型社会のための省資源・廃棄物の抑制・節水 

 ③環境に配慮したエコロジカルな製品・サービス等の拡販・推進 

3．弊社で働く全ての従業員にこの環境経営方針を周知します。 

 

２０22年７月1日 株式会社 文 盛 堂 

代表取締役社長 堀 谷 一 男 



□ 登録事業者の概要 

 

（1） 事業者名及び代表者氏名 

株式会社文盛堂 

代表取締役社長 堀谷 一男 

 

（2） 所在地 

〒980-0811 宮城県仙台市青葉区一番町一丁目5番8号 

 

（3） 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先 

環境管理責任者：堀谷 幹雄 TEL022-222-3361 

環境管理担当者： 同 上 

 

（4） 環境経営実施体制 

 

   

 

  

 



 

（5） 事業概要 

文具･事務用品・事務機器・家具等の販売 

 

（6） 事業の規模  

項目／年度 2020年度 2021年度 2022年度 

売上高  7.34億円 7.73億円 6.48億円 

従業員 8名 8名 8名 

事務所床面積 257㎡ 257㎡ 257㎡ 

                                     

 

 

 

□ 主な環境負荷の実績 

項目 単位 2020年度 2021年度 2022年度         

        

        

       

        

        

二酸化炭素排出量 kg-CO2／年 26,545 25,174 

 

25,036 

廃棄物排出量 一般廃棄物 t／年 1.90 1.78 1.65 

水資源投入量 総排水量 m3／年 89 79 83 

                                                       

 

 

 

□ 実績推移および中期環境経営目標と計画 

          

            年度 

   項目 

 

 

2021年度 

(2107～2206) 

 

2022年度 

（2207～2306） 

 

2023年度 

（2307～2406） 

 

2024年度 

(2407～2506) 

実績 ±2.5 実績 目標 目標 

（ｶﾞｿﾘﾝ使用量の抑制） 

燃費の向上 

使用量（L） 

総燃費km/L 

5,681.34 

58013/10.21 

5659.17 

5659/10.82 

100.51％ 

104.34％ 

5517.69-5800.64L 

101.7～106.9％ 

5517.69-5800.64L 

101.7-106.9％ 

電力使用量の抑制 使用量（kwh） 21,390 20855-21924 21,246 20,714-21,777 20,714-21,777 

目標設定項目の二酸化炭素排出量 

（kg-CO2） 

25,174.44 

 

24,545.08- 

25,803.80 

25,036.03 

 

24,545.08～

25,803.80 

24,545.08～ 

25,803.80 

一般廃棄物※の抑制 

 

総量 

(概数値t/年) 

1.74 1.70-1.78 

 

1,655 

 

1,61-1.70 

 

1,61-1.70 

節水 総量(m3/年) 79 77.03～81.0 83.0 80.93～85.08 80.93～85.08 

消耗品の環境購買 対象/総額(%) 80.3 78.3～82.3 81.3 79.3～83.3 79.3～83.3 

環境配慮型販売の拡販 指数表記 285.30 278.17-

292.43 

274.63 267.76～281.49 267.76～281.49 

 

交通事故の削減 

 

発生(件) 

達成(%) 

0 

      100 

0 

100 

0 

100 

0 

100 

0 

100 

※電気事業者別調整二酸化炭素排出係数：0.559（東北電力株式会社-H28年実績・H29.7.26官報掲載資料） 

※積年に渡る各活動に於きまして、ここ数年都度の問題点是正肯定再現の状況を鑑みまして、目標値に実績値±2.5％と幅を

持たせることにより活動拡大による実績値比例反比例の矛盾点を解消致しました。 

（※2009年ｶﾞｿﾘﾝ消費量9606L・電力消費量32863kwh・上水129m3・廃棄物総量3.46ｔ・環境販売指数26.8・事故0継続） 

2008年より取組、順調に削減できていましたが-61.1％.63.9％.50.3％.42.0％.63.1％-環境購買09-59.3％ｽﾀ-ﾄ実 

績-明確な事由による利用量超過が自社判断の「不適合」事由に該当する問題点となる矛盾を解消するために、「抑制・

維持」とし、継続的取り組みを重ねています。 

 



□取組計画と実施状況・確認と評価 

（〇：達成 ×：未達成） 

取組・活動計画 達成状況 評価（結果と今後の方向） 

二酸化炭素の削減 

〇ガソリン燃費の向上－10.37L/km±2.5％ 

・ 使用量の把握 

・ エコドライブマニュアルの実践と継続 

・ 交通事故ゼロ宣言 

・ 総燃費（前々年度→前年度→今年度） 

前年度実績：5630.41L 

燃費目標設定：10.37L 

活動実績：5659.17L 

削減率：100.51％ 

61239/5659.17:km/Ⅼ 

10.46→10.37→10.82 

目標達成 〇 

総消費量は100.51％ですが、燃費は上がりまし

た。月により長距離の現地調査等の影響は有ります。

一昨年度からは燃費向上・消費量抑制、維持を実施

し、効率的な運行運転努力も継続します。今期は確定

数字です。 

〇電力使用量の節約 － 対比率－99.63％ 

・ 使用量の把握 

・ エコマニュアルの実践と継続 

（「節電」項目を設けて意識づける） 

・ 空調の適温化（冷房26度･暖房22度程度）  

・  エレベ－タの適正利用（2UP･3DOWN） 

・ 照明の適正化 

前年度実績：21325kwh 

11920.68kg-co2 

（前々年度21414kwh） 

活動実績：21246kwh 

11876.51kg-co2 

前年対比：99.63％ 

 

目標達成 〇 

前半はコロナ対策等の営業により、又、店舗稼働時

間の縮小での結果。次期以降も可能な限り維持・継続

します。コロナ過は落ち着いてきていますが、継続し

ており、常態（平時）での考察が難しい側面もありま

すが、活動のベースとなる行動は変わりません。維

持・継続を実践します。 

廃棄物の抑制 

〇事業系一般廃棄物の抑制－実績比.93.0％ 

・ 排出実績（実質重量）の把握 

・ 排出抑制の努力 

・ 廃棄物適正分別の徹底 

前年度実績：1736.3kg 

目標維持：±2.5％. 

（前々年度1900kg） 

活動実績：1654.8kg 

維持率 ：99.63 

目標達成 〇 

昨年は入荷梱包材が増加したため、ﾀﾞﾝﾎﾞ-ﾙの重量

が大幅に増えましたが、今期は戻りました。総合ｶﾀﾛ

ｸﾞ類の廃棄分・一般廃棄物は維持、継続で抑制しま

す。梱包材の引受先変更も今後検証致します。 

水道使用量の節約 

〇水道使用量の抑制 － 対比率105.1％ 

・ 水資源投入量（総排水量）実績把握 

・ 節水の試み 

・ 管理レベル後の維持継続-抑制を心掛ける 

・ 勘案事項-人員及び受水槽 

昨年実績：79m3 

目標維持：±2.5％ 

（前々年度89m3） 

活動実績：83m3 

対目標比率：102.5％ 

 

目標達成 × 

昨年に引き続き「手洗いの励行」を実施。5類移行

後、執務時間も常態に戻りました。生活上水としての

管理レベルとして認識しています。季節変動は多少あ

りますが、平準化しています。 

業務の改善 

〇一般消耗品の環境購買 － 対比率81.36％ 

・ 環境購買比率把握 

・ 比率把握対比維持 基準内容継続維持 

・  

〇環境配慮型販売の拡販 －実績比96.35% 

・ 実績の把握と数値化と拡販 

・ 次年度も実績UPの進捗を計ります 

※主力販売システムの環境商品比率調査何とか 

年1回着手 

リスク対策 

〇交通事故の削減 － 無事故継続 

実績：81.36％ 

（前年度：80.26％） 

目標維持：±2.5％ 

維持比率：101.37％ 

 

目標指数：294.96  

（前年指数292.04） 

実績指数：285.30 

※達成率：97.62 

（※実績比） 

 

事故発生ゼロ 

目標達成 〇 

判断基準を一般消耗品として、対象外製品を見直し

ました。非認証ながらも高効率の製品を一部採用しま

した。維持に努力します。 

 

目標達成× 

環境に配慮ある販売システムの実績売上を指数表記

し、伸長を目標としています。今期も厳しい中、地元

地場でのご利用が一部伸張しています。環境比率調査

は継続しｶﾀﾛｸﾞ発刊時実施します。 

目標達成 〇 

発生ゼロ。継続を目指して努力します。 

全体評価と総括・次年度にむけて 

前期より削減だけでは図れない部分を「抑制・維持」としています。ガソリン・電力使用においては該当営業部分・外部の要因は有りま

すが、継続達成しております。廃棄物は特に昨年梱包材-ﾀﾞﾝﾎﾞ-ﾙの廃棄の増加で結果に影響が出ていましたが、今期は従来並みに戻りまし

た。自社物流の頻度も減少傾向にあります。節水はコロナ5類移行後の執務時間の影響もあり、多少増加致しました。「手洗い励行」は継続

しております。社員の生活上水利用と節約に今後も務めて参ります。業務の改善・拡販・事故ゼロは、全社員協力の基、今期も鋭意継続努

力して参ります。厳しい経営環境下において、新たな制度への対応等時間を決められておりますが、既存・地場のお客様との関係を大切に

しながら努力して参ります。経費の削減と環境商品の購買励行及び自社内外での拡販・販促も継続して実施します。  

EA21の活動は何とか継続しております。現経営環境下において特に厳しい状況が続いています。働き方の多様化・消費購買スタイルの変

化等、環境活動継続による地場密着、企業自体の収益にも貢献できる販売を継続し、チャンスを創造しながら、成長可能な状態を維持して

行きたいと考えております。企業活動継続のためにも、店舗営業や活動そのものの見直しを継続検討し、今後の展開も含めて発展につなが

る活動を更に模索して柔軟な思考で継続努力したいと考えております。 

 



□ 環境関連法規制等の順守状況の確認及び違反の有無 

（法的義務を受ける主な環境関連法規制は次の通です） 

 

当社にて抽出した環境関連法規制の範囲に於いて順守状況評価の結果、環境法規制に対する弊社の逸脱はありませんでした。 

また、過去3年間にわたって違反や訴訟もありませんでした。 

 

□ 全体の評価と見直しについて 

 目標・方針からＥＡ21活動全体への取組全般に関して 

項    目 評価・変更の必要性の有無・指示事項 

・ 環境方針、指針について 

 

企業としての活動の基礎となる考え方に、経営環境の変化に対応する

ための方針・指針と考えています。弊社の全社員が取組、意識すること

が大切です。このことが会社継承の原動力となると考えており、多様な

市場変化にも対応しながら、地域の中での行動が重要になってきます。 

 

・ 環境目標について 

 

 活動の目安となる、二酸化炭素・水・廃棄物の三大構成要素と業務の

改善、企業経営に則した活動目標を取入れ、経営活動を行っています。

環境経営と企業活動の施策に伴う数値結果は勿論、変化に対応可能なよ

うに適切な判断の上、設定・周知・共有する。競争や未知なる災禍で厳

しい状況は続きます。環境目標設定には、昨年の指示通、削減のみでな

く維持・抑制を明言化し、今後も柔軟に対応するよう実施します。 

 

・ 活動計画について 

 

 削減から一部維持抑制の項目を掲げた結果、当年度は向上した部分も

ありました。活動に於いては自社努力以外に、環境条件や外部環境の変

化もあります。目標と並行した活動に、削減のみでなく維持抑制取組む

ことにより結果削減に繋がりました。今後も柔軟に対応しても良いと考

えています。企業経営でも実績増は好ましいことですが、内容も重要で

す。簡単ではありませんが継続的改善・向上に努めつつ、効率化を意識

して取り組みたい。 

・ 環境経営システムについて 

 

 EA21に関わることにより、行動の中で実質企業経営との関連を意識

し、変化を共有・判断しながら、柔軟に対応可能な経営を今後も目指し

ます。コロナの5類移行後も関連商材の動きも有り、また危機管理に関

しても防災用品の拡販など、ピンチをチャンスにする柔軟な意識の重要

性を認識した上で、今後も全員参加型の姿勢で継続して臨みます。 

繰り返しとなりますが、新たな危機管理に「有事であっても仕事がす

すめられるよう」意識の共有も必要です。災い転じて福となせるように

柔軟に対応し、個々の社員が元気に仕事に取組める環境を創造提案し、

お客様と共に共生・行動して行ければ良いと考えております。 

・ その他ＥＡ21について 

 

 環境認証から年度 15 年間の継続となります。16 年目に入る環境認証

としてのEA21の活動を今後も継続しながら、持続可能な環境経営を社員

全員笑顔で実践出来るように今後とも努力したいと考えます 

適用される法規制 要求事項 

廃棄物処理法 適正な廃棄物処理。発生時書類手続き等の再確認 

（許認可収集業者への分別排出・所管庁への手続き確認等） 

リサイクル法 再生資源・部品利用、分別回収への協力 

容器包装使用の合理化 

家電リサイクル法 特定家庭用機器の再商品化義務者への適正な引渡 

（テレビ・冷蔵冷凍庫・洗濯機・エアコンの長期使用及び料金支払） 

自動車リサイクル法 使用済み自動車の再資源化等を促進 

（適正処理－新車購入時リサイクル費用支払等） 

グリ－ン購入法 物品購入等の際に出来る限り環境に配慮した製品を選択 



 

□ 代表者による全体評価と見直し（総括） 

 

インプット資料の結果により、「水道使用量の節約・節水」が不適合となっています。節水に関しましては取り組み

当初に比較すると大幅に削減できています。150m3台の当初から半減できています。人員の増減を鑑みても上水利用の

管理レベルの域に近いと思われますが、当年度以降も継続検証したいと考えています。 

また、「環境配慮型販売の拡販」にて実績値を割っています。従来の販売と並行して新たな販売システムとして取り

組んでいます。一部地場自治体様始め、環境購買の中で種類・品数も大幅に増えて来ました。空前の値上がりやサプ

ライチェ－ンの崩壊等、厳しい環境は続いています。お客様の働き方や購買スタイルの変化、少子高齢化等以前から

の課題が表出しています。中で地場での実績は堅調で、今後も中心に添えて進捗を計ります。 

環境関連法規の情報にもアンテナを張り、情報が陳腐化しないよう継続努力を実行します。店頭販売が一部休店の

状態となっていますが、逆に営業にて店舗的な利便性を供与するような「コミュニケ－ション」を活かした展開を今

後も望みたいと考えます。エコアクション21の環境経営目標はＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）につながる取り組み

でもあります。責任者のみでなく、全社員で今後の環境活動、しいては企業目標としての販売伸張を企画実践し、結

果を検討しながら対応を考える、販売の循環を実現して行く仕組み造りを全員で取り組みます。 

 前述の通、販売環境の変化が著しく、厳しい競合の中でも全員で取組んで行く必要が有ります。事故ゼロの実践

と、朝礼時の声掛けはコミュニケ－ションの上でも非常に重要であり、継続して参ります。 

 

 

今後の課題とチャンスのポイント 

 

 

内外部の課題－顧客の働き方・購買スタイル・ニ－ズの多様化への対応 

少子高齢化に伴う市場の縮小傾向、逆に福祉介護関連商材の表出 

基幹と連携したサ－ビス販売（自社配送外等）の地場に対する拡販強化及びＷeb購入化促進。 

突発的な災禍に伴う常日頃の備えを取扱いの中から抽出しご提案までに到る知識と対応力。 

調達の効率化を計り、お客様と共に環境負荷削減に貢献し顧客満足度の向上に全社にて努力します。 

 

 コロナの影響は5類移行後、県内でも大分落ち着いては来ております。ただ関連商材の動きはいまだに大きくご利

用頂いております。災禍は営業訪問不可等の時期を強いられましたが、特需の商材の提供と地場への取扱い浸透で一

部売上を伸ばすこともできました。現在も一部継続にてご利用頂いております。個々の努力で難局を回避し、環境に

即した取組・販売も継続検討致します。 

昨年の月以来大きな地震はまだ発生しておりませんが、温暖化に伴う線状降水帯の発生や暑さ対策等防災関連の備

蓄など新たな需要商材が表出しています。併せて少子高齢化に伴う介護用商材の利用も増えています。今期はＥＶも

停止した事例こそないですが、準備備蓄用品の関連商材も多様化してきました。 

今後も起こりうる危機管理関連の製品を、訓練など活動の中からまずもって自社への取込を検討・採用・利用し、

取り組みをお客様へＰＲすることにより新たな販売チャンスを創出し、環境への取り組みを自社の販売に活かして参

りたいと考えております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

                     とんぼの住める街にしよう！ 

 

 

 

 

 

 

 


